
社会    人財の尊重

J-POWERグループでは、従業員一人ひとりを、企業の持続可能な成長を担う「人財」と捉え、安全で働きやすい環境を確保する
とともに、従業員の人格・個性を尊重し、常に新しいことに挑戦していく働きがいのある企業づくりに努めています。
　J-POWERグループでは、企業としての持続可能な成長に向け、人財の確保・活用と育成を最重要施策と位置付けています。
キャリア・ディベロップメント・プログラム（CDP）を中心にキャリア形成の基盤を強化しつつ、多様性（ダイバーシティ）を活かす
職場環境や諸制度の整備等により、従業員の能力と労働生産性を向上させることを目指しています。

人財の確保・活用

J-POWERグループの人財確保の考え方

J-POWERグループでは、持続可能な成長のために安定的な
採用を行うとともに、幅広い分野・世代から人財を求め、活躍
の場を提供したいと考えています。採用・活用にあたっては、
日本をはじめ事業を行うそれぞれの国の労働法規を遵守して
いるほか、J-POWER「コンプライアンス行動指針」に、人格、
人権を尊重し、差別を禁止する旨を定め（63ページを参照 

ください）、人権研修において啓発教育を行っています。また
性別や年齢などに関係なく、多様な人財が持てる力を十分に
発揮し、活躍できる制度・職場環境づくりを進めています。

新規卒業者採用の推移（J-POWER）
 2016年度 2017年度 2018年度

男性 66名 72名 79名
女性 3名 9名 12名
計 69名 81名 91名

人財の定着状況（J-POWER）
平均勤続年数 19.9年（2018年3月末）
入社3年後離職率 0％（2017年4月）

ダイバーシティ推進への取り組み

高年齢者のより一層の活用を図るため、定年後の雇用制度で
ある継続雇用制度により、就労希望者は65歳まで働き続ける
ことができます。このほかにもグループ内での就労先を紹介
する人財登録制度（70歳まで利用可能）と合わせ、グループ内
高年齢者の経験・技術と労働意欲を事業の持続的な発展に 

一層活かしていきます。2018年3月末時点の継続雇用制度
利用者は135名（J-POWER）となっています。
　2018年6月1日時点の障がい者雇用率は2.06%となって
います。「障がい者就労支援・職場環境相談窓口」の設置や、
事業所建物のバリアフリー化など、就業環境整備や職場の 

理解促進に取り組んでおり、今後も雇用率の上昇に努めて 

いきます。
　また、多様な人財が活躍できる職場づくりに向けて、管理
職研修の充実を図っていきます。

従業員の権利の保護

J-POWERグループでは、各国の法令に基づき、児童労働や
強制労働の防止、結社の自由に対する権利の保護、団体交渉
の権利の保護、最低賃金の遵守をはじめとする従業員の基本
的な権利の保護や、出生、国籍、人種、信条、宗教、性別、身体
的条件、社会的身分などによる差別の禁止を徹底してい 

ます。
　また、従業員の権利を保護し、生活水準の維持・向上を図る
ため、管理職ではない従業員の労働組合への加入を義務付
け、会社と労働組合の間で労働協約を結んでいます。給与・ 

賞与をはじめとする労働条件の重要な変更については労働組
合と協議するほか、従業員の意見を経営方針に反映する 

ため、年に一度労働組合との間で経営方針に関する協議を
行っています。

インターンシップ

J-POWER、（株）JPハイテック、（株）ジェイペックは三社合
同で、大学院・大学・高等専門学校の理系学生を対象に、
J-POWERの発電所などでの一部業務を経験することで、 
学習や職業選択の一助としてもらうことを目的としたイン
ターンシップ制度（夏期実習）を実施しています。2017年度
は、全国各地から66名の学生が参加し、電力設備の保守・運
転についての実習に取り組みました。
　また、J-POWERでは文系就職を考えている学生を対象 

にしたインターンシップを夏期・冬期と複数回実施してい 

ます。
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人財の育成

人財育成の仕組み

全従業員が複数の専門的知識と広い視野に基づき組織に貢献
する、少数精鋭の自律した「プロフェッショナル人財」となる
ことを目指しており、そのための施策としてCDP (Career 

Development Program) を導入しています。

CDPの概要

CDPは「部門ビジョン・人財要件」「ローテーション」「キャ
リア形成支援制度」によって構成されています。さまざまな
方向からの人財育成施策により、会社と従業員双方の価値 

向上を図っています。

【部門ビジョン・人財要件】
各部門では、事業環境の変化や企業戦略を反映した「部門 

ビジョン」を定め、その部門ビジョンから導き出される「会社
が必要とする人財像」を人財要件として明示しています。 

会社と従業員はこの人財要件を共有し、会社はこれを人財育
成の目標として人財育成の具体的な仕組みに反映する一方、
従業員は自身のキャリア形成および能力開発の指標として 

活用しています。

【ローテーション】
従業員のキャリアステージ全体を大きく「基礎知識・技術 

習得時期」「エキスパート」「プロフェッショナル」の3つに
分け、ローテーションを通じて、それぞれのステージに応 

じた能力の習得を促進しています。

【キャリア形成支援制度】
従業員のキャリア形成に対する主体的な取り組みを支援する
ため、さまざまな支援制度を体系的に整備しています。

自己申告
制度

従業員は毎年自らの職務遂行状況・保有能力等を確認
のうえ将来展望等を会社に申告します。会社は申告内容
について従業員と面談し、中長期的な人財育成の観点 
から適切なアドバイスを行い、ローテーションを計画・ 
実施しています。

研修制度

研修制度についても各キャリアステージと連動させて 
おり、求められるスキルに応じた階層別研修＊1・部門別
研修＊2のほかに、目的別研修・通信教育や通学による 
自己研鑽研修、国内外留学や社外機関への派遣型研修、
選抜型リーダーシップ研修など、それぞれのキャリアや
意欲に合わせた研修制度を充実させています。

　このような研修を通した人財育成により、事業に必要とな
る基礎知識や技術習得のみならず、次世代リーダーの育成、
ダイバーシティ（多様な人財の活躍）の推進、ベテラン社員の
活躍推進に取り組んでいます。
＊1 エキスパート研修、人財・マネジメント実務研修など
＊2   技術部門ごと（土木・建築部門、水力・送変電・通信部門、火力部門）に研修用施設を設置

し、エンジニアの計画的な育成を行っています。

会社

経営体質
強化

・ 企業課題への実効的対応
・ 人財育成の効果的推進意義 意義 ・ キャリアイメージの構築

・ 自己実現感の向上

組織
活性化

企業価値
向上

社員

職務遂行
能力向上

従業員
自律化

人財価値
向上CDP

中長期的・総合的・
双方向型

人財育成の施策

OJTとOff-JTを組み合わせ従業員・会社双方の
価値を高めていく「Win-Win」の関係を目指す

評価・マネジメント制度
2004年から目標管理制度を基礎とする評価制度を導入し、 
目標達成に向けた取り組みを通じ、従業員に自律的な業務運営

と達成意欲・職務遂行力の向上を促すとともに、組織目標に基
づき協働することを通じた組織戦略の実現を図っています。

CDP概念図
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職場活性化に向けた環境整備

ワークライフバランスの実現に向けて

J-POWERグループは、従業員一人ひとりが自律的に仕事と
生活を充実させ、創造性の高い仕事に注力できる職場環境・
風土づくりを積極的に進めています。育児・介護支援制度 

などの充実と利用促進、労働時間の適正化を図り、ワーク 

ライフバランスの向上に取り組んでいます。

労働時間の削減

J-POWERでは働き方改革の一環として、「J-POWER 

Challenge 30」と銘打ち、2020年度末までに2016年度実績
比において超過勤務時間数を30%削減し、有給休暇取得日数
を30%増やすなどの目標を掲げ、取り組んでいます。本目標
達成に向けた施策として、年次有給休暇の時間単位行使制度
を導入したほか、本店で22時完全消灯およびパソコンシャッ
トダウンを実施しています。この他、業務の見直しなどを 

通じ、「多様な人財が集い、それぞれの適性に応じて真に活躍
できる会社」の実現を目指しています。

 2016年度実績 2017年度実績 2020年度末目標
超過勤務時間数
（時間 /月） 24.6 22.2 17

有給休暇取得日数
（日 /年） 15.4 16.4 20

育児・介護支援制度の概要と2017年度実績 
（J-POWERグループ）

特例認定マーク「プラチナくるみん」

J-POWERは、子育てサポート企業として厚生労働大臣より
「くるみん」認定を受け、さらに、より高い水準で取り組んだ
優良な企業にのみ与えられる特例認定マーク「プラチナくる
みん」を取得しました。今後も全従業員が仕事と生活の調和
を図り、十分に能力を発揮できるよう、より良い労働環境を
整備していきます。

相談窓口

働きやすい職場環境づくりのために、労働時間や職場環境、
ハラスメントに関する相談窓口を設置しています。ハラス 

メントについては、社内規程、マニュアルなどの整備、および 

階層別研修やポスターなどによる啓発などにより未然防止に
取り組んでいるほか、各部署の責任者には万が一問題が発生 

した際の対応に関する研修も行い、適切に対応できる体制を
整えています。人権と人格を尊重し、多様な人財が安心して
働くことができる職場環境を目指しています。

育児関連 □ 法定　■ J-POWER グループオリジナル

□ 法定　■ J-POWER グループオリジナル介護関連

産前6週 産後8週出産 1歳 3歳2歳 小学校
就学

小学校3年
3月末

妊産婦の定期健診､短時間勤務･休業等

積立有給休暇 (出産付添（配偶者 )、育児、不妊治療通院）

育児時間
（2回 /日､30分/回）

93日/人

子の看護休暇（1人年5日、2人以上年10日）

育児休業

出産休暇 ※配偶者は3日 女性20名・
男性124名 取得

女性35名・
男性30名取得

女性39名
取得

女性46名・
男性71名取得

男性1名取得

3年間/人
男性2名取得

介護休業：365日/人

介護休暇：1人年5日、2人以上年10日
1人年5日、2人以上年10日

介護短時間勤務：累計3年間/人（分割取得可能）

女性31名・
男性48名取得

育児短時間勤務

（時間） （日）

（年度）

～～ ～～

0

2,200

2,100

2,000

1,900

0

17

16

15

14

■ 総実労働時間 有給休暇取得日数

総実労働時間と有給休暇取得日数の変化（J-POWER）

2015 2016 2017
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（注）   安全衛生管理体制は各機関の業務内容や人数などにより異なるため、この図では火力 
発電所における代表的な体制を示しています。

グループ安全衛生業務計画に基づく取り組み
J-POWERグループでは、グループ全体で「グループ安全衛
生業務計画」を定め、さらにこれに基づきグループ各社が「安
全衛生業務計画」を定め、グループで協働して安全衛生の推
進に取り組んでいます。
　グループ各社により役割、業務内容、職場環境などが異な
ることから、グループ全体でより効率的かつ実効性のある取
り組みとするため、グループ安全衛生業務計画においてはグ
ループ大で取り組むべき大目標のみを定め、その目標達成の
ための具体的な安全活動については、グループ各社が安全衛
生業務計画において実情や実態に即して定めることとしてい
ます。また、各社の安全衛生業務計画および実施状況につい
てはグループ大で確認、評価、改善を行い、計画の確実な実施
を目指します。
　安全衛生業務計画の実施結果については、年度末に取りま
とめて常務会＊に報告するとともに、その内容を踏まえて次
年度の安全衛生業務計画を定めています。
＊常務会：57ページを参照ください。

安全衛生管理体制
J-POWERグループでは、法令に基づき、本店および発電所
等の現地機関において、従業員代表や協力会社（請負業者）も
含めた安全衛生管理体制を整えています。

安全衛生管理体制

2018年度　グループ安全衛生業務計画

大目標
安全業務

重篤な災害の根絶（グループの各職場、協力会
社を含めたすべての関係者）

衛生業務
生活習慣病の予防・啓発とメンタルヘルスケア
の充実

労働災害防止に向けた取り組み
至近年度の労働災害の多くが工事・作業にかかわる業者災害
であるため、協力会社も取り込んだ一体的な安全活動の推進
が重要です。従って、作業場全体でのコミュニケーションの
活性化に努めるとともに安全意識を浸透させ、さらに工事を
協力会社に発注する際は施工方法や工程、費用等について 

安全で衛生的な作業が可能となるよう配慮するなどし、繰り
返し型災害を含むあらゆる労働災害や交通災害の未然防止に
継続的に取り組んでいます。
　なお、労働災害の発生件数や内容、発生態様別分析につい
ては、四半期ごとに常務会に報告しています。

労働災害発生件数＊1

 2015年度 2016年度 2017年度
死亡 ̶ ̶ ̶
重傷 8件 7件 10件
軽傷 13件 11件 12件

度数率＊2　強度率＊3

＊1   J-POWER従業員に係る災害およびJ-POWERの発注工事・作業に係る業者（元方事業
者、協力会社）の災害。

＊2   度数率：災害の発生頻度の指数（100万労働時間あたりの労働災害による死傷者数 
（休業1日以上の災害を対象）。出向者の災害は含まない）

＊3   強度率：災害の重篤度の指標（1,000労働時間あたりの労働損失日数。出向者の災害は
含まない）

J-POWER

社長（取締役）

部長

執行役員

副社長（取締役）

安全担当

本
店

総括安全衛生管理者（発電所長）

専任安全管理担当

従業員代表 協力会社
（請負業者）

安全衛生推進協議会

発
電
所

J-POWERグループでは、事業活動の基盤として「安全かつ健康で働きがいのある職場づくり」を目指し、J-POWERとグループ
各社が、各々の役割と責務を担いつつ、協働して安全衛生管理を推進していくことにより、労働災害の防止と健康の保持・増進に 

努めています。

0

2.0

1.0

1.5

0.5

度数率（全産業） 度数率（J-POWER）
強度率（全産業） 強度率（J-POWER）

2015 2016 2017（年度）

衛生管理者

産業医

安全管理者

安全衛生委員会
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セントラルジャワプロジェクトにおける社会貢献活動

安全衛生に関する研修
J-POWER本店では、J-POWERグループ全体の安全衛生 

レベルの向上を目的として、 グループ会社対象の安全研修を
本店および現地機関において実施しています。また、各現地
機関においては新規採用者や転入者に対する法定教育、電気
取扱作業に係る特別教育のほか、法令研修等各機関の業務内
容に対応した安全教育を実施しています。さらに機関長らの 

幹部社員や安全専任担当者を対象に社外機関が実施している
セミナーや講座などに参加
させ、安全衛生知識・管理技
術の向上および安全意識の
高揚を図っています。2017

年度は、このうちJ-POWER

本店主催の研修に524名が
参加しました。

放射線に関する安全衛生管理
J-POWERでは現在大間原子力発電所の建設を進めてい 

ます。現在は建設工事中であり、従業員や作業員が放射線の 

影響を受けるおそれはありませんが、今後必要な時期までに
放射線に関する安全衛生管理体制を整備していきます。

従業員と家族の心とからだの健康づくり
従業員とその家族の健康保持・増進のため、健康診断受診、 
保健指導、感染症予防などを推進しています。また、生活習慣
病とメンタルヘルス不調に対する予防を重視し、特定検診・ 

特定保健指導や健康保持増進活動等＊の実施に加え、スト 

レスチェック制度を実施し、心とからだの健康づくりを推進
しています。
＊ 健康保持増進活動等：厚生労働省のTHP（トータル・ヘルスプロモーション・プラン）指針
等に基づく心とからだの両面からのトータル的な健康づくり活動に加え、当社独自の 
コミュニケーション活性化を通じた風通しの良い環境改善の醸成を目指す活動の総称。

現在インドネシア共和国において推進しているセントラルジャワ
プロジェクトでは、環境親和型高効率発電のモデルケースとなる
石炭火力発電所（200万kW）を建設しています。本プロジェクト
の影響を受ける立地地域の皆様が自立して永続的に発展できる
よう、J-POWERグループは事業会社であるBhimasena Power 

Indonesia社（BPI社）を通じ、さまざまな支援活動を展開していま
す。活動内容の選定・実施にあたり地域の皆様や関係自治体から
寄せられたニーズに従って進めた結果、BPI社は優れた活動を行
う企業としてインドネシア国内外で数々の賞を受賞してきました。

安全体感教育の様子

整備した図書館で本を読む子どもたち

労働安全衛生基本方針
会社は、J-POWERグループの安全かつ健康で働きがい
のある職場づくりを目指します。
　会社および機関の長は、自らの役割を十分に発揮し、従
業員等の協力を得ながら、確固とした労働安全衛生マネ
ジメントシステムを構築・運用し、法令及び自ら定めた
ルールを遵守するとともに、総合的な安全管理を推進し、
J-POWERグループの安全衛生水準を向上させ、労働 
災害の防止と健康の保持・増進に努めます。

【働きがいのある職場づくり】
会社は、安全で働きやすい環境を確保し、維持、向上させて
いくことにより、J-POWERグループの従業員一人ひとり
が健康で自己を実現できる、働きがいのある職場づくりに
努めます。

【法令等、ルールの遵守】
会社は、関係法令及び社内規程などをはじめ、決められた
ルールと、決めたルールを遵守し、J-POWERグループの
労働災害等の防止と健康の保持・増進に努めます。

【安全衛生管理の充実】
会社及び機関の長は、その機関における安全管理者、衛生 
管理者、安全担当等を指揮し、従業員等の協力を得ながら、
体系的、効率的な労働安全衛生マネジメントシステムを 
構築・運用して、J-POWERグループの安全衛生レベルの
向上に努めます。

【トップの責務】
会社及び機関の長は、本基本方針の実現が自らの役割であ
ることを認識し、率先垂範の上、関係者への周知徹底に努め
ます。
　本趣旨に反するような事態が発生したときには、会社
及び機関の長自らが問題解決にあたり、原因究明、再発防
止に努めるとともに、原因の所在を明確にし、適正な処置
を行います。
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活動事例

経済活動支援
住民グループによる小規模事業（ラウンドリー、縫製など）と地域のマ
イクロファイナンス事業の支援（機材提供、トレーニングなど）
2017年までに累計155グループ、2,277人への支援を実施

医療支援
村の診療所にて乳幼児、老人向けのサプリメンタルフード提供、メディ
カルキット提供、医療ボランティアのトレーニング

教育支援
インドネシア政府の環境教育プログラム支援、国営電力会社と共同で 
小学生・中学生を対象とした奨学金プログラム提供、地方政府とコカ・
コーラ基金と提携して、村落図書館の整備支援等

インフラ整備
公衆トイレの整備、モスクの修繕、診療所の整備、道路の修復など
2017年までに195件の整備を実施

社会文化・環境支援 廃品回収活動、植林事業、マングローブの再整備、町の清掃活動など

プログラム 概　要 対　象 協働団体 参加人数など

ワークショップ「エネルギー大臣になろう！」

エネルギーバランスについてグループで楽し
く学び合うことを目的に、科学コンテンツの
企画・研究を行う団体と協働で開発したカー
ドゲームです。国のエネルギー政策を決める
「大臣」の立場でさまざまな体験をして気付
きを得ます。出前授業という形で全国の高校・ 
高専・大学にて展開しています。

高校・高専・
大学・大学院生

サイエンス
カクテル
プロジェクト

5～6回／年

薬師子供スキー教室（新潟県）

魚沼市で開催される子どもスキー教室に、 
水力発電所・ダムの保守管理を行っている 
小出電力所の所員が複数人、ボランティアで 
スキーの指導員や運営スタッフに加わってい 
ます。このスキー学校の初代校長が電力所所
員だった縁で30年以上の交流があり、ゼッケ
ンの寄贈も行っています。

未就学児から
小学校６年生
まで

〔主催〕（公財）
全日本スキー
連盟（SAJ）
薬師スキー学校

生徒176名、
指導員・
スタッフ30名

主な受賞歴
•   Special Award as The Best Environmental Concerned 

Company on Indonesia Best Electricity Award (IBEA) 2016

•   TOP CSR Improvement 2017

•   TOP Leader on CSR Commitment 2017 for Takashi Irie

•   AREA (Asia Responsible Entrepreneurship) Awards for 
category Social Empowerment

•   Indonesia CSR Leadership Award 2017

•   Certificate of appreciation for 
BPI contribution to national 
program on community 
based disaster risk reduction 
program in affected villages 
around power plant project  

ボランティア活動の支援
従業員によるボランティア活動を支援するため、ボランティア
休暇制度をはじめ、従業員がボランティア活動を行う環境を 

整備しています。

人権の尊重
事業を実施するにあたっては、人権を尊重することが重要で 

あると考えており、従業員向けの研修プログラムに人権研修
を組み込んでいるほか、現地機関のニーズに応じた人権研修
も実施しています。
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社会貢献活動実績
2017年度の社会貢献活動として、次のようなプログラムをはじめ、さまざまな取り組みを実施しました。

J-POWERグループは、「環境との調和をはかり、地域の信頼に生きる」「利益を成長の源泉とし、その成果を社会と共に分かち 

合う」との企業理念のもと、良き企業市民として文化・芸術の支援、地域社会への協力、ボランティア活動への参加支援、国際 

社会への貢献などの社会貢献活動に積極的に参加し、社会の発展に寄与しています。
　具体的には、「地域・社会とともに」「エネルギーと環境の共生をめざして」の2つを主たる活動テーマに、地域の皆様や、 
エネルギーと環境の共生を目指すさまざまな人々と話し合い、互いに知恵を出し、学び合うことを大切にして、着実に活動に取り 

組むとともに、従業員が取り組むボランティア活動を支援しています。

社会    社会への貢献

  Indonesia CSR Leadership Award 2017授賞式




